
資料編
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出所︓総務省統計局「人口推計」「家計調査」
内閣府「県民経済計算」
経済産業省「経済構造実態調査」
国土交通省「都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）」
国土交通省「港湾別貿易額ランキング（2023年 上位 100港）」

営業基盤の強み

全国
順位愛知県全国

順位三重県調査
年次

4位7,477千人22位1,727千人2023年総人口

3位405,86019位85,052億円2021年県内総生産

3位61.9%16位57.9%2023年生産年齢人口割合

2位3,597千円14位3,111千円2021年１人あたり県民所得

1位524,098億円9位118,668億円2022年製造品出荷額等

5位2,341万円8位2,202万円2023年貯蓄（二人以上世帯）平均

全国
順位構成比産業中分類

7位23.0%輸送用機械器具製造業

1位16.0%電子部品・デバイス・電子回路製造業

10位12.0%化学工業

8位7.5%電気機械器具製造業

8位6.5%石油製品・石炭製品製造業

8位4.6%非鉄金属製造業

21位4.6%食料品製造業

9位3.8%はん用機械器具製造業

15位3.7%金属製品製造業

13位3.6%プラスチック製品製造業（別掲を除く）

14.6%上記以外に分類される産業

■主な営業基盤のデータ

■産業別製造品出荷額（三重県）

三重県

製造品出荷額等
電子部品・デバイス・電子回路分野

19年連続全国１位
（2022年度調査時点）

三重県、愛知県ともに
全国有数の工業県

愛知県
製造品出荷額等

トータル
46年連続全国１位
（2022年度調査時点）

三重県の強み

専門技術の集積: 自動車部品・半導体・電子部品などの工場が集積

地理的優位性: 中京圏と関西圏の両方にアクセスしやすい立地

国際物流拠点: 四日市港の2023年総貿易額30,888億円は全国9位

豊富な自然資源︓伊勢志摩国立公園、世界遺産「熊野古道」など豊かな観光資源

経済的豊かさ:「経済的豊かさランキング」（2021年 国土交通省） 全国１位

愛知県の強み

圧倒的な経済規模: 県内総生産40兆円超の国内トップクラスの経済規模

製造業の集積地: トヨタ自動車を中心に自動車関連産業が県全域に広がる

市場規模の大きさ: 人口740万人超の巨大消費市場

国際物流拠点: 名古屋港（2023年総貿易額226,689億円は全国１位）、

中部国際空港による世界市場へのアクセス

イノベーション: 航空宇宙、ロボット産業など次世代産業の集積
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コーポレート・ガバナンスの強化

※ 社外役員は8名全員「独立役員」

■社外役員比率

社外取締役比率 社外監査役比率

60

6人 2人
3人5人

社外 社内

※2025年9月末現在

社外役員比率

50
8人

3人

女性

2人

男性

％ ％

１人

8人

45
％

■コーポレート・ガバナンスにおけるPDCAの強化

内容・対応取組み事項

これまで明確化されていなかったコーポレート・ガバナンス担当部署（経営企画課・秘書室）を明確化し、
コーポレート・ガバナンス推進体制を整備する。担当部署の明確化

経営陣から提起された課題等を各部署と共有し、その対応状況を定期的に経営陣に報告・追加指示への
対応を促す態勢を強化する。情報共有の迅速化

取締役会への付議事項の重要度に応じた審議時間の確保（報告事項の簡略化等）や、社外取締役への事前
の資料開示のタイミングの見直し、事前説明の充実などにより、審議時間を適切に確保する。取締役会での議論のさらなる活性化

2024年度取締役会で議論された主な事項（16回開催）

経営計画
中期経営計画、新事業の検討、2025年度業務計画
サステナビリティに関する事項
サステナビリティ経営 Scope1,2削減計画
コーポレート・ガバナンスに関する事項
取締役会の実効性評価、政策保有株式の保有見直しおよび売却方針策定

サイバーセキュリティに関する事項
サイバーセキュリティ統括室設置、サイバーセキュリティにかかる
ポリシー策定
リスク・コンプライアンス関する事項
2025年度コンプライアンス活動計画策定、マネー・ローンダリング等に
かかる百五銀行グループリスク評価書改定、統合リスク管理の運営方針策定、
年間監査計画決定
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株式会社百五銀行

連結子会社

百五ビジネスサービス株式会社

百五ハートフルサービス株式会社

百五不動産調査株式会社

百五オフィスサービス株式会社

百五スタッフサービス株式会社

百五証券株式会社

株式会社百五カード

株式会社百五総合研究所

株式会社百五デジタルソリューションズ

百五みらい投資株式会社

非連結子会社
株式会社アスカプランニング名古屋

株式会社デジタルアソシエイト

百五リース株式会社

現金などの精査整理業務

文書・帳簿などの保管・管理業務
および印刷に付随する業務

担保不動産の調査および評価業務

預金・為替などの後方事務

職業紹介業務および労務管理業務

リース業務

金融商品取引業務

クレジットカード業務および
信用保証業務

地域産業調査およびコンサルティング
に関する業務

システムの企画・開発・運営、ICT事業

投資事業有限責任組合（ファンド）
の組成・運用業務

システム関連業務・人材派遣業務

システム関連業務・人材派遣業務

グループ会社



■円貨BS概略（2025年９月末基準）

貸出金
48,587億円

円金利上昇による影響

預金
62,682億円

その他負債
38億円預け金

7,017億円

その他資産
1,877億円

■影響額シミュレーション

貸出金

市場金利
連動貸出

固定金利
貸出

プライム
連動貸出

変動金利型
住宅ローン

その他（当座貸越等）

預金
流動性預金

固定性預金

【運用】
68,495億円

【調達】
68,495億円

【市場金利連動】
【短プラ連動】

金利上昇に連動し
利回り上昇

【住宅ローン】
収益寄与まで

タイムラグあり
（P21ご参照）

金利上昇時
預金調達コストは

先行して増加

※貸出金金利区分内訳
固定約26.1％
変動約73.9％

64.6％

35.4％

47.9％

24.5％

13.3％

12.7％
1.6％

円貨バランスシート（銀行単体） 円金利0.25％上昇による資金利益への影響

預貸金の構成
※2025年９月末基準

有価証券

11,013億円

市場調達
5,775億円
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※中期経営計画の政策金利前提︓0.50％据え置き

＜参考＞2026年１月に円金利が0.25％上昇した場合

【影響額試算の前提】
・円金利上昇後は0.25％据え置き
・市場金利︓長期・短期とも一律＋0.25％
・短期プライムレート︓＋0.25％
・預金金利︓市場金利を踏まえた引き上げ
・預金金利が先行して上昇、貸出金の

利回り上昇まではタイムラグあり

2026年度
資金利益影響額

2027年度
資金利益影響額

＋４８億円

＋５１億円

2025年度
資金利益影響額 ＋３億円
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預金（単体）※譲渡性預金を含む

総預金（平残） 法人預金（平残）

個人預金（平残）

10,139 10,285 10,516 10,719 11,056 

1,960 1,957 1,964 2,511 2,918 240 199 179 503 582 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

三重県 愛知県 東京・大阪

51,571 53,529 54,364 54,961 55,179 

5,221 
5,388 5,540 6,264 6,664 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

三重県 愛知県 東京・大阪

38,470 39,520 39,925 40,230 40,194 

3,229 
3,401 3,554 3,674 3,670 29 

31 32 34 35 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

三重県 愛知県 東京・大阪

（億円）

（億円）

57,066 59,152 60,212

12,339 12,443 12,661 13,733

41,729
42,952 43,512 43,939

（億円）

62,061

273
235 307 835 960

62,804

14,557

43,900
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預り資産

預り資産 獲得契約額（百五証券含む） 預り資産残高推移（百五証券含む）

557 
334 

580 609 

277 

358 

350 

346 332 

184 

257 

382 

359 398 

213 

589 

502 

671 656 

262 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

投資信託 金融商品仲介 保険 百五証券

1,218 1,237 
1,733 1,859 

2,226 

505 664 

788 
977 

1,186 

257 
382 

359 
398 

213 

916 
926 

1,110 
1,100 

1,274 

22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

投資信託残高 証券仲介 保険 百五証券

※百五証券は当行からの仲介控除後 ※百五証券は投信・外国債券・株式の末残合計

※保険は年度獲得契約額

1,763

1,569

1,958 1,996

2,896
3,209

3,990

4,334

（億円） （億円）

937

4,899



76.44%
77.63% 78.80%

80.18% 80.68%

40,999
43,785

49,903
47,333

50,860

18,568 19,189 19,822 20,170 20,206 

14,820 16,731 
19,188 21,175 22,030 

7,610 
7,865 

8,322 
8,557 8,244 

379 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

三重県 愛知県 東京・大阪 投資金融部
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貸出金

総貸出金（平残） 住宅ローン（平残）

消費者ローン（平残）

7,321 7,746 8,200 8,641 8,853 

9,058 10,699 12,678 14,474 15,359 386 
481 

543 
613 641 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

三重県 愛知県 東京・大阪

6,948 7,379 7,827 8,258 8,459 

8,938 10,567 12,526 14,304 15,177 385 
479 

541 
611 639 

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/9期

三重県 愛知県 東京・大阪（金額単位︓億円）

総貸出金に占める中小企業等貸出比率
（末残ベース 中小企業等︓個人・公社含む）

（億円）

（億円）

16,273
18,425

20,895
23,174

16,767
18,927

21,423
23,730

24,277

24,854
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自己資本比率（連結）

25/９末25/3末24/3末

2,8982,8782,807 自己資本
（自己資本比率算出用）

23,02923,34422,414リスク・アセット

12.58％12.33％12.52％自己資本比率

3,2923,2443,125株主資本

信用リスクアセット額算出方法 ︓基礎的内部格付手法
オペレーショナルリスク相当額算出方法︓標準的計測手法

2,724 2,807 2,878 2,898
3,044 3,125

3,244 3,292

12.55% 12.52% 12.33%
12.58%

23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

自己資本 株主資本 自己資本比率

自己資本・株主資本・自己資本比率の推移

（億円）

（億円）
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統合リスク管理

統合リスク管理により、リスクを経営体力の範囲にコントロール

コア資本 2,770億円、配分可能自己資本1,860億円に対し、リスク量実績は862億円

コア資本
2,770

配分可能
自己資本
1,860

市場リスク
1,395

市場リスク
691

信用リスク
160

信用リスク 108

リスク資本
2,770億円

配分原資
1,860億円

配分資本
1,618億円

2025年9月末
リスク量実績

862億円

オペリスク 63 オペリスク 63

（億円）

リスク
バッファー

910

未配分資本
242

862億円

保有期間信頼区間計測手法

1 年99 ％VaR信用リスク（市場系与信を含む）

6 か月99 ％VaR ※政策投資株式
市場リスク

3 か月99 ％VaR金利・純投資株式・投資信託

標準的計測手法オペレーショナル・リスク

※政策投資株式のリスク量は、評価損益考慮後
（政策株ポートフォリオの評価損益－ＶａＲ相当額）

リスク量の計算方法

＊ リスクバッファー

＊ 未配分資本

︓ 万が一の場合の備えとしてリスク限度枠に配分せず
取り置く部分（自己資本比率4％相当額）

︓ 配分可能自己資本のうち未配分の部分
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開示基準別不良債権残高・保全状況
金融再生法に基づく開示債権 およびリスク管理債権(対象︓総与信)

＊ 要管理債権、三月以上延滞債権および貸出条件緩和債権は貸出金のみ
自己査定結果 (対象︓総与信)

保全率引当額担保・保証に
よる保全額与信残高区分

分類
与信残高区分

Ⅳ分類Ⅲ分類Ⅱ分類非分類

100.00％5053103
<62>

破産更生債権
及びこれら
に準ずる債権

－
(4)

－
(1)189

<5>破綻先

－
(36)

－
(7)157893

<57>実質破綻先

76.10％113243468危険債権
111

(113)76280468破綻懸念先

37.05％1126

三月以上延
滞債権

0
100要管理債権

12026147要管理先要
注
意
先

貸出条件緩
和債権
100

73.92％174323673
<631>小計

50,742正常債権
542388930要管理先以外

の要注意先
49,76549,765正常先

51,415
<51,373>合計－

(41)
111

(121)75550,54751,415
<51,373>合計

(単位︓億円) ＊ 単位未満は切り捨てて表示しております。 ＊ 総与信︓貸出金、支払承諾見返、自行保証付私募債、外国為替、貸出金に準ずる仮払金・未収利息等
＊ 自己査定結果の分類額は引当後の計数で、(  )内は分類額に対する引当額であります。
＊ 当行は部分直接償却は実施しておりませんが、実施した場合の計数を< >内に記載しております。

(単位︓億円)金融再生法に基づく開示債権残高の推移
2025/3末比25/9末25/3末24/3末23/3末22/3末

▲191031231007391破産更生債権及びこれらに準ずる債権

▲10468479493493456危険債権

23100778079103要管理債権

▲7673680673646651合計

▲0.02P1.30%1.32%1.35%1.39%1.52%不良債権比率

総与信に占める金融再生法に基づく
開示債権 (小計) の割合 … 1.30％
【ご参考】
部分直接償却を実施した場合の
総与信に占める割合 … 1.22％


